
大分市アスベスト分析事業補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、吹付けアスベスト等の分析調査に要する費用の全部又は一部を

支援することにより、大分市民の健康の保護及び安全安心な生活環境の保全促進に

役立てることを目的に交付する大分市アスベスト分析事業補助金（以下「補助金」

という。）に関し、大分市補助金等交付規則（大分市規則第５６号。以下「規則」

という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（補助対象事業） 

第２条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、吹付

けアスベスト等が施工されているおそれがある大分市内の民間の建築物（過去に補

助金の交付を受けて補助対象事業を実施した建築物を除く。）の吹付け建材につい

て行うアスベスト含有の有無に係る調査（建築物石綿含有建材調査者（建築物石綿

含有建材調査者講習登録規程（平成３０年厚生労働省・国土交通省・環境省告示第

１号）第２条第２項、第３項又は第４項に規定する者をいう。以下同じ。）が行う

ものに限る。以下「調査」という。）を実施する事業とする。 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、次の各号

のいずれかに該当する者で、かつ、補助対象事業をアスベストに関する専門分析機

関（以下「専門分析機関」という。）に委託して実施する者とする。 

⑴ 建築物の所有者 



⑵ 建築物の管理者（建築物の所有者と管理者が異なる場合に限る。） 

⑶ 前各号に規定する者のほか、建築物の保全を行う者として市長が特に認める者 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる者については、補助対象者としない。 

(1) 市税の滞納がある者 

(2) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第

２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は同条第２号

に規定する暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者 

３ 専門分析機関は、厚生労働省が定める「アスベスト分析マニュアル」に基づき、

ＪＩＳＡ１４８１規格群による分析を実施する機関とする。 

（補助対象経費及び補助金の額） 

第４条 補助対象経費は、補助対象事業に要する経費とする。 

２ 補助金の額は、補助対象経費の額に相当する額（当該額に１，０００円未満の端

数が生じた場合は、これを切り捨てた額）とし、１棟当たり２５０，０００円を限

度とする。ただし、これによりがたい場合は、別に定める額とする。 

３ 補助金は、予算の範囲内において交付する。 

（補助金交付申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、補助対象

事業に着手する前に大分市アスベスト分析事業補助金交付申請書（様式第１号）に

次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

⑴ 算出内訳書 



⑵ 建築物の概要に関する書類 

⑶ 建築物の位置図及び配置図 

⑷ 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第６条第１項に規定する確認済証又

は同法第７条第５項に規定する検査済証の写し 

⑸ 吹付け材の名称及び施工箇所が分かる書類 

⑹ 現況写真（外観及び吹付け材の施工箇所） 

⑺ 補助対象経費の見積書 

⑻ 誓約書 

⑼ その他市長が必要と認める書類 

（補助金の交付決定） 

第６条 市長は、前条に規定する申請書の提出があったときは、その内容を審査の上、

大分市アスベスト分析事業補助金交付決定通知書（様式第２号）又は大分市アスベ

スト分析事業補助金不交付決定通知書（様式第３号）により、原則として補助金の

交付申請を受けた日から３０日以内に申請者に通知するものとする。この場合にお

いて、市長は、必要な条件を付すことができる。 

（事業内容の変更） 

第７条 前条の規定により補助金の交付決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）

は、補助金の交付決定を受けた事業（以下「補助事業」という。）の内容を変更し

ようとするときは、あらかじめ大分市アスベスト分析事業補助金変更承認申請書

（様式第４号）に第５条各号に掲げる書類（変更に係る書類に限る。）を添えて、



市長に提出しなければならない。 

２ 市長は前項の規定による申請があったときは、その内容を審査の上、変更の可否

を決定し、大分市アスベスト分析事業補助金変更承認通知書（様式第５号）により、

当該申請を行った補助事業者に通知するものとする。この場合において、市長は、

必要な条件を付すことができる。 

（申請の取りやめ） 

第８条 補助事業者は、補助事業を取りやめようとするときは、あらかじめ大分市ア

スベスト分析事業取りやめ届出書（様式第６号）を市長に提出しなければならない。 

（実績報告） 

第９条 補助事業者は、補助対象事業が完了したときは、大分市アスベスト分析事業

実績報告書（様式第７号）に次に掲げる書類を添えて、補助対象事業の完了後３０

日以内又は、補助金の交付決定のあった日の属する年度の１月３１日（やむを得な

い事情があると市長が認める場合は、補助金の交付決定のあった日の属する年度の

２月末日）のいずれか早い日までに市長に提出しなければならない。 

⑴ 支払内訳書 

⑵ 契約書の写し 

⑶ 専門分析機関が発行した分析調査結果報告書等 

⑷ 補助対象経費の領収書等 

⑸ 建築物石綿含有建材調査者が調査を行ったことを確認することができる書類 

⑹ その他市長が必要と認める書類 



（補助金の交付額の確定） 

第１０条 市長は、前条に規定する実績報告書の提出があったときは、その内容を審

査の上、補助金の額を確定し大分市アスベスト分析事業補助金交付額確定通知書

（様式第８号）により、原則として３０日以内に補助事業者に通知するものとする。 

（是正のための措置） 

第１１条 市長は、補助対象事業の完了に係る補助対象事業の成果の報告を受けた場

合において、その報告に係る補助対象事業の成果が補助金の交付の決定の内容及び

これに付した条件に適合しないと認めるときは、当該補助対象事業につき、これに

適合させるための措置をとるべきことを補助事業者に対して指示するものとする。 

２ 第９条の規定は、前項の規定による指示に従って行う補助対象事業について準用

する。 

（補助金の請求） 

第１２条 第１０条に規定する確定通知書を受けた補助事業者は、補助金を請求しよ

うとするときは、大分市アスベスト分析事業補助金請求書（様式第９号）を市長に

提出しなければならない。 

（交付決定の取消し等） 

第１３条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、補

助金の交付決定を取り消し、又は変更することができる。この場合において、既に

補助金が交付されているときは、市長は、その全部又は一部の返還を命ずるものと

する。 



⑴ 規則及びこの要綱に違反したとき。 

⑵ この要綱により市長に提出した書類に偽りの記載があったとき。 

⑶ その他補助対象事業の施行について不正の行為があったとき。 

⑷ 第８条の規定による届出があったとき。 

（関係書類の保管） 

第１４条 補助事業者は、補助対象事業に係る収入及び支出の帳簿並びに証拠書類を

整備し、補助対象事業終了年度の翌年度から起算して５年間保管しなければならない。

（その他） 

第１５条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市長が

別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、平成２３年８月１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、平成２６年６月１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、平成２７年６月１５日から施行する。 

附 則 



 （施行期日） 

１ この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の大分市アスベスト分析事業補助金交付要綱の規定は、この要綱の施行の

日以後の申請に係る補助金について適用し、同日前の申請に係る補助金については、

なお従前の例による。 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の大分市アスベスト分析事業補助金交付要綱の規定は、この要綱の施行の

日以後の申請に係る補助金について適用し、同日前の申請に係る補助金については、

なお従前の例による。 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成３１年４月１９日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の大分市アスベスト分析事業補助金交付要綱の規定は、この要綱の施行

の日以後の申請に係る補助金について適用し、同日前の申請に係る補助金については、

なお従前の例による。 

  附 則 

この要綱は、令和２年７月２８日から施行する。 



附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の大分市アスベスト分析事業補助金交付要綱の規定は、この要綱の施行の

日以後の申請に係る補助金について適用し、同日前の申請に係る補助金については、

なお従前の例による。 

３ この要綱の施行の際改正前の大分市アスベスト分析事業補助金交付要綱に規定

する様式の用紙で現に残存するものは、所要の修正を加え、なお使用することがで

きる。 


